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2019年1月
TPP発効
牛肉の輸入量が急増

2019年3月
TPP発効後の2月
EU産豚肉5割増

2020年1月

日米協定で牛肉急増
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農水省は食料自給率の計算
を改めた。（2020年）

農林水産省HP「食料自給率とは」より
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ＴＰＰ協定 米国離脱後の状況
日本はＴＰＰ協定を批准して以後、この国会でＴＰＰ協定に沿っ
て国内法の整備に取りかかっている
※韓国:米韓ＦＴＡによって国内法２００本を変更
主要農産物種子法を廃止
農業競争力強化支援法
水道法の改定（民営化）
官民連携推進法
この背景には、2016年日本がTPP協定に署名する時の日米交換文書
がある。
「日本政府は投資家の要望を聞いて、各省庁に検討させ必要なも
のは規制改革会議に付託し、同規制改革会議の提言に従う」

種苗法の改定
農村地域工業誘導推進法
市場法の改正（事実上廃止）
漁業法改訂（漁業権を企業に）
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TPP交渉差止・違憲確認等請求控訴事件
平成30年1月31日判決

「・・・例えば、種
子法の廃止について
は、その背景事情の1
つにTPP協定に関する
動向があったことは
否定できないもの
の・・・」※一部抜粋
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種子法があることで
日本のコメ、麦、大豆は守られてきた

これまで日本の主食ーコメ、麦、大豆ーの伝統的な在来種は、種子法
によって国が管理し、各都道府県に原種・原原種の維持、優良品種の選
定、奨励、審査を義務付けてきた。

コメの種子は各地の農業試験場で雑種の混入、不良な種を取り除いて、
苗場農家を選抜して増殖させ、厳格に監査した優良な品種を公共品種と
して、県などが責任を持って（コシヒカリ等の品種を１キロ当たり５
００円等）安く安定して提供してきた。

その地域に合った多様な品種（コメだけでも３００品種）を提供して
きた。種子法がなくなると、当たり前のように食べてきたコシヒカリな
どが食べられなくなっていく。
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農業試験場での原原種の栽培

7



11回にわたる異株の取り除き
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種子センターによる種子の調整
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みつひかり
（三井化学アグロ）

つくばSD
住友アグロソリューションズ
（住友化学100％子会社）

民間の品種みつひかりなどはＦ１の品種なので、
価格はコシヒカリの10倍ほど
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とねのめぐみ（日本モンサント
※）

民間の品種はコシヒカリの1.2倍～4倍の収量が
あり、味もコシヒカリ以上であると宣伝。
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とねのめぐみ契約書 つくばSD契約書

生産者の多くが契約の内容を見ずに
署名している

↑種子と農薬と化学肥料のセット売り
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日本のコメ農家が米国モンサント（バイエル）
等へロイヤリティを支払うことになる!?
農業競争力強化支援法8条3項により、銘柄が多すぎるから集約する。

同法８条４項により、これまで日本が蓄積してきたコメ等の原種、
原原種、優良品種の知見をすべて民間に提供することになっている。

住友化学、三井化学等の民間会社の背後には、モンサント、デュポ
ン、シンジェンタ等の多国籍の種子産業がいるのでは?

民間が日本の貴重な種子の育種知見を応用して新品種の登録・応用
特許を申請すれば、日本の農家はロイヤリティーを支払わなければ
栽培できなくなる。

すでに、メキシコの農家はトウモロコシ、フィリピンの農家はコメ
のロイヤリティをモンサントなどに払っている。
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稲、麦類及び大豆の種子について（通知）
平成29年11月15日
農林水産事務次官

3.種子法廃止後の都道府県の役割
(1)都道府県に一律の制度を義務付けていた種子法及び関連
通知は廃止するものの、都道府県が、これまで実施してき
た稲、麦類及び大豆の種子に関する業務のすべてを、直ち
に取りやめることを求めているわけではない。（中略）
民間事業者による稲、麦類及び大豆の種子生産への参入が
進むまでの間、種子の増殖に必要な栽培技術等の種子の生
産に係る知見を維持し、それを民間事業者に対して提供す
る役割を担う…

14



既に2019年10月からゲノム編集の種子についても食品
安全審査の手続きも必要なく、何の届け出もないままに
農家に販売されることになっている。
政府はコメだけでも、コシヒカリなど７０種類の遺伝子
組換えの種子の一般圃場での試験栽培を認めている。い
ずれ本格的な栽培が始まる怖れがある。
飼料用米としてゲノム編集、シンク能改変イネの種子が
用意されている。

いずれ日本も遺伝子組換えのコメ・麦・
大豆を作付するようになるのでは
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WRKY45 ゲノム編集

《つくば 農研機構》
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日本農業新聞
2018年8月8日

ゲノム編集は、ＥＵなど各国で遺
伝子組み換えと同じ規制が必要と
されている。
（米国を除く）
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ゲノム編集は遺伝子組換えの延⾧上の技術
であり、人の命、健康に深刻な危害をもた
らすものである

イグナシオ・チャペラ教授と（２０１９年８月末 サンフランシスコにて）
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日本は遺伝子組換え農産物の承認大国に

TPP批准後急速に拡大

今ではさらに増え
317種類

ダントツトップ
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女性自身 2018年9月4日号
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ジョンソン氏にインタビュー

２０１９年８月末 サンフランシスコにて
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ロバート・ケネディJr弁護士に
インタビュー

２０１９年８月末 サンフランシスコにて
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各国のグリホサートの規制状況
全面禁止

サウジアラビア、クエート、アラブ首⾧国連邦、バーレーン、
オマーン、オーストリア

部分禁止

スリランカ、ベルギー、フランス、バミューダ、デンマーク、
イタリア、ドイツ、オランダ、ポルトガル、チェコ共和国、コロ
ンビア

禁止・規制した自治体

米国:100以上の自治体、アルゼンチン:400以上の自治体、イン
ド:3つの州、その他、オーストラリア、ベルギー、カナダ、
ニュージーランド、スペインなどの自治体で禁止・規制。
日本は福岡県宇美市、西東京市
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日本はグリホサート残留許容量を大幅緩和
改正前（ppm） 改正後（ppm） 変化

綿実 １０ ４０ ４倍
トウモロコシ １ ５ ５倍

小豆 ２ １０ ５倍
小麦 ５ ３０ ６倍
甜菜 ０．２ １５ ７５倍
そば ０．２ ３０ １５０倍

ごまの種子 ０．２ ４０ ２００倍
べにばなの種子 ０．１ ４０ ４００倍
ひまわりの種子 ０．１ ４０ ４００倍

2017年12月25日大臣官房生活衛生・食品安全審議官
「食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件について」より抜粋

24



日本で流通している
主成分グリホサートの除草剤一覧

「小樽・子どもの環境を
考える親の会」のグリホ
サート製品販売中止を求
める運動で２万人の署名
を集める。
⇒2019年8月ダイソーが
グリホサートを主原料と
する除草剤の販売を中
止!!

25



ロサンゼルスでは一般のスーパーで
NonGMO、オーガニックの食品が溢れている
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ドレッシングー有機認証のマーク入り

加工乳ー有機認証・NonGMOマーク入り

野菜売り場ー黄表示がオーガニック、
黄緑がNonGMO

鶏肉ー有機認証、NonGMO
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大手３社の小麦粉から
グリホサートが検出された

←女性自身:2019年1月29日号

↓女性自身:2019年1月9日号
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